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ワイントゥラウプの所得分配理論の
体系的構成
原 久 J台
I はじめに
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前稿ではワイントゥラウプの所得分配理論における立論の基礎について考察
した。この考察は彼の所得分配理論を構成する背後の方法論や諸概念を明確に
させるために必要な「準備的展開」として役立つことである。この「準備的展
開」を行ったのは，その新しい方法的・理論的基礎づけに基づいて現代資本主
義経済社会における所得分配問題に対処できるような 1つの理論としてワイン
トゥラウプの所得分配理論がどのような「体系的構成」を成しているかを浮き
彫りにすることができると考えたからである。
このような考え方をさらに具体的に進めるために，小論では，彼の所得分配
理論の「準備的展開」と「体系的構成Jとの重層が明白にしかも具体的に現わ
れている理論構造に着目し，この理論構造を新しい角度から解明していくこと
が肝要で、ある。この理論構造は，彼の分配思想、をかなりはっきりと理論化した
形で前面に押し出したものであり，彼の所得分配理論全体を貫く背骨を提供
し， ミクロ的諸要素とマクロ的諸要素が相互に織りなす「総合的な」所得分配
理論の全体像を統一的に把えるための知的魅力の源泉ともなっているものであ
る。この意味において，その理論構造の解明こそは，所得分配理論の理論的発
展の系譜の中で，ワイントゥラウプの所得分配理論がどの点で現代資本主義経
済社会の特色を導入した強固な分析装置となり，さまざまな学派に固有の伝統
を継承した彼の体系の輪郭を長〈生き延びさせ，不抜の橋頭室を築くことがで
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きたかを明快にできる作業である。また，その理論構造の解明は彼の体系を跡
づけてみようとする場合に決定的に重要なことである。
そこで，小論では前稿とも関連することとして，まずIではワイントゥラウ
プの所得分配観にうかがわれる分配思想を明らかにする。 IIでは，ワイントゥ
ラウプが構築したいくつかの所得分配理論の中で、小論で、取り扱う所得分配モデ
ルを便宜的に「所得分配モデル1」と名づけて，このモデルlの特色を明らか
にする。 IVではこのモデル1の理論構造を解明する。 Vではこのモデル1に批
判的考察を加える。
I ワイントゥラウプの所得分配観
ワイントゥラウプは一体どのような所得分配観をもっているのであろうか。
このことを明らかにすることは，既述の接近方法をさらに異なった角度から再
吟味するとともに，ワイントゥラウプがどのような所得分配観をもって所得分
配理論を構築しているかを明快にするという意味で重要なことである。
ワイントゥラウプの所得分配観については，彼の所得分配に関する基本的な
経済観，所得分配問題に対する彼の見方や考え方の吟味を通じて明からにする
ことができる。
彼の所得分配に関する基本的な経済観については，まとまった格別の解説は
施されていないが，それは前稿（『研究年報j，第XI巻， 1986年3月）で既述
したように，企業経済観であるとみなすことができる。それは，現代資本主義
経済社会の特色の 1っとして労働者が企業に雇用され，賃金所得を取得すると
し汁事実そのものに根ざしている。この事実を通じて所得分配問題も派生して
くるとワイントゥラウプは考える。
所得分配問題に対しては，ワイントゥラウプは次のような見方や考え方を示
している。所得分配理論というものは，本来単一の問題のみに関心を寄せるこ
とよりもさまざまな所得分配問題を明らかにしなければならないものである。
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所得分配理論はそのような理論的・政策的な性格をもつものでなければならな
い。このような見方に基づいて，ワイントゥラウプは次の少なくとも 4つの所
得分配問題を理論的側面に重点をおいて明らかにしようと考えている。
まず第一に，「要素価格の理論」（“atheory of factor prices”）を展開する
ことが是非とも必要で、ある。いままでこの理論は賃金，利子，地代および利潤
の諸理論を意味していた。これらの諸理論は相互に排他的な所得範囲毒が相関的
な生産諸要素に起因することを表わした理論であると仮定するからである。
この要素価格の理論に関連させて，ワイントゥラウフは，前稿のVとVIで既
述したように，価格水準という要因を所得分配の重要な決定要因とみなしてい
る。これを「ワイントゥラウプ定理」で集約的に表現し，この定理を中心とし
た価格水準決定理論を所得分配理論に矛盾のない形式で導入することによっ
て，価格水準理論と所得分配理論の統一と総合化を新しい視座から模索し，そ
の統一と総合化を具体的な所得分配理論の構築において見事に果たしている。
さらに，そのことはまたインフレーション抑制のための所得分配政策のあり方
などにも係わる理論的・政策的含意をもっている。これらの見方や考え方は従
来の所得分配観ではとかく見逃されていたものである。それだけに，ワイン
トゥラウプの所得分配観には大きな特色がある。
第2に，ワイントゥラウプ独自のことばを借りれば，「要素使用料の理論」）
（“a theory of factor hire”），すなわち，賃金，利子，地代および利潤の各理
論を展開することが必要で、ある。この理論は 1つのことが同時に他のことを決
定するというノ要素価格決定の逆のイメージであるにすぎないとかんがえられ
た。しかし，この見解は特に正統派の賃金理論に対するケインズ派の批判に
よって疑いをかけられている。
第3に，広範で、同質的な生産諸要素が現実に抽出できるならば，「要素階級
の絶対的な総所得の分析」（“ananalysis of the aggregate absolute income of 
the factor class”）を展開することが是非とも必要で、ある。この理論は，当然
のことながら要素価格の理論や雇用理論の分析から導かれるものであり，「あ
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る目的のために要素階級の絶対的な所得に注意を集中することを強調するとき
に限り，別々に言及するだけのイ直打ちがある。？
第4に，「要素グループの相対的な分配率の理論」（“atheory of relative 
sharing of factor groups”）を展開することが肝要で、ある。この理論には総所
得に対する生産要素の総所得の比率が含まれる。尤もある特定の目的のために
は生産要素の所得に対するある特定の生産要素の総所得（集計的な所得）の比
率の方が有用で、あろう。
このような所得分配問題に対する理論的な把え方は，従来の諸説の捉え方と
共通したところもあるが，概してワイントゥラウプ独自の捉え方を表わしてい
る。
I 所得分配モデルlの特色
ワイントゥラウプはそのような所得分配観を背景としてどのような所得分配
理論を構築しているかを考察するわけであるが，具体的にして詳細な理論構造
の吟味と検討を行う前に，「所得分配モデル1」はいかなる特色をもっている
のかを明らかにする必要がある。この特色は，（1) 所得分配モデル1の接近方
法の特色，（2) 所得分配モデル1の理論構造の特色， という 2つの視点から捉
えることができる。これらのことを以下において順次説明する。
(1) 所得分配モデル1の接近方法の特色
所得分配モデル1とは，ワイントゥラウプが彼の著書， AnApproach to the 
Theoηy of Income Distribution, 1958，において展開した所得分配モデルのこ
とである。便宜上そのように名づ、けたわけである。
このモデル1は，前稿において既述したように，「折衷理論」あるいは「総
供給・総需要理論」という基本的性格をもっている。この点からみれば，需要
分析としてはケインズ派分配理論のモデルを構成している基本的な諸要素を取
捨選択して取り入れ，供給分析としては古典派のマクロ的供給分析，独占度理
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論，新古典派のマクロ的限界生産力説などの諸要素を取捨選択して取り入れる
ことによって，需給両面から所得分配の変化を分析する 1つの「総合化きれた
所得分配モデル」である。
ワイントゥラウプ独自の利子論，利潤論，貨幣論，賃金論，雇用論およびイ
ンフレーション論は別として，所得分配モデル1の新しい接近方法にはどのよ
うな特色があるのであろうか。前記のApρroachを繰り返し読解した限りで
は，次の少なくとも 3つの大きな特色を挙げることができる。
まず第 1に，所得分配モデル1の接近方法が所得分配の決定要因として生産
力という供給面の要因を重視しているということである。）ワイントゥラウプの
見解によれば，企業理論は過去20数年間にわたって急速に発展していき，所得
決定論や利子論はケインズの『一般理論J以来20数年間にわたって長足の進歩
が遂げられたのに，固有の所得分配理論とりわけそれ以外の価値と分配に関す
る伝統的な研究課題は次第になくなっていった。利子論を別として，所得分配
理論のたいていの説明はマーシャル理論の形式とそれほど違っていないといっ
ても決して過言ではない。その結果として，所得分配理論の分析領域の過去数
年間にわたる発展とそれ以外の理論の分析領域とその発展を比較すれば，所得
分配理論に対する不満が広がっている。これまで所得分配理論の発展は，所得
の決定と活動水準の変動を実質的には所与と仮定した所得水準に基づいたマー
シャル流の研究と区別するために使われだ障壁によって妨げられてきた。この
ことは誰しも否定でないことである。そうであるからこそ，ワイントゥラウプ
はその障壁を越える lつの方法を提示しようとしたわけである。ワイントゥラ
ウプは，「所得分配は生産力の現象であることよりもむしろ総需要の現象であ
ることを強調する分配と所得決定に関する見解をとることには跨賭してきた。
私の考えでは，この見解は経済過程に関する不完全な説明であり，資源利用計
画を策定するときに企業者と企業が果たす徹底的な役割を無視している。需要
だけが分配を決定するのであれば，生産力の諸現象は筋違いのものである。そ
れでも生産諸要素が雇用され，所得が支払われ，したがって分配形態が形成さ
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れる企業水準では，生産力がどうしてもその仕組みの中に入ってくる。？「時に
は完全雇用水準以下に落ち込んで、いる経済体系に直面すれば，さらに経済体系
を企業者が少なくとも同額あるいは一般にそれ以上の額の回収を取り戻すこと
を期待して総予想売上金額を支払う過程であると考えれば，供給現象は極めて
重要で、あり，限界生産力の側面が必ずや問題となる。この概念では要素の雇用
量は総予想売上金額，予想生産力および要素価格に鑑みて企てられる。？（傍点
は原文ではイタリックである。）
このようにワイントゥラウプは，需要面の要因だけでなく，従来看過されて
きた供給現象と企業者の生産決意も所得分配の決定要因として極めて重要で、あ
ることを力説する。
第2に，所得分配の決定において果たす需要面の要因と供給面の要因との相
互作用の重要性を強調していることである。「生産力関係を見落とすことは経
済過程における若干の重要な因果変数を省略することである。少なくともその
消費の構成要素に対しては総需要は総供給とは無関係に存在するものではな
い。賃金支払は特に企業者の予想供給量に依存し，したがって雇用量を支配す
る労働生産性の諸関係に依存する。」（傍点は原文ではイタリックである。）
第3に，ワイントゥラウプは「所得分配理論は所得決定理論から切り離すこ
とがで、きない？と考えて，「企業理論の現代的知識および、所得と雇用の決定に
関する現代のマクロ経済理論に併置する分配理論を提示しようとした」ことで
ある。この点にこそ所得分配モデル1の接近方法の大きな特色がある。ミクロ
経済理論では，所得の形成は要素価格の形成にほかならず，所得決定は同時に
所得分配の決定を意味するもであった。これに対して，ケインズ派のマクロ経
済理論では，所得の決定は国民所得の問題であり，所得の分配は相対的な所得
分配率の問題であると峻別されている。ワイントゥラウプは，「マクロ理論と
して所得決定と所得分配との問題の差異を認めながらも，しかも 2つの理論が
相互依存的であって，かつ両者の根底に企業面における要素雇用の統一理論が
あることを主張する。すなわち，自分の立場は所得決定理論と所得分配理論の
- 6 -
? ?? ? ??
不可分性を強調するだけでなしこの不可分性を企業行動によって基礎づけ，
マクロ経済概念の確実なミクロ経済的基礎を打ち建てようとするものである。」
このようなワイントゥラウプの接近方法に導入きれた理論の中でも限界生産
力説については若干の異論をもって導入していることをここで明記する必要が
ある。ワイントゥラウプは限界生産力説を 1つの遺物とみなし， 12の視点から
批判を加えているほどである。この点からみれば，限界生産力説の接近方法を
既述の総合化を試みるために必要で、あるというよりもむしろ所得分配理論の接
近方法としてあまり評価していないことがわかる。この点はブロンフェンブレ
ンナーが限界生産力説を「あの古き良き理論」（“TheGood Old Theory”）と
名づけたのと類似している。
このように，所得分配モデル1の接近方法は，部分的にみればそれほど新し
いものではないが，全体的にみれば斬新な着想や接近方法をある程度明示して
いるとみなすことができる。また，「ミクロ諸関係をその構成にかかわらず所
与とみなすマクロ理論に集中できる聞は，この主題をより深遠に理解したいと
思っているマクロ理論家はワイントゥラウプのマクロモデルにおけるミクロ理
論的支柱を研究し続けるであろう」と評価することができる。
(2) 所得分配モデル1の理論構造の特色
所得分配モデルlの理論構造の特色については，このモデルにおける構造的
核心と所得分配の決定メカニズムの2つの視点から明らかにする必要がある。
このモデル1における構造的核心は，収穫法則の集計的な定式化を明示して
いる点にあるとともに，価格水準と生産力現象に基づく総供給の諸要因と雇用
量，総消費需要，投資需要などの総需要の諸要因との相互作用によって所得分
配率を決定している点にある。この核心に関連して，ワイントゥラウプは他の
所得分配モデルでは価格水準，雇用量，産出量が所得分配とどのような相互関
係をもっているかという短期分析だけでなく，インフレーション，経済成長，
技術進歩を含めた長期分析も展開している。
このような所得分配モデルlの構造的核心がワイントゥラウプの総供給・総
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需要体系 （Z-D体系）の中心部分を成すから，この体系に占める所得分配モ
デルlの理論構造の表現形式と特色を確認しておくことは，このモデル1にお
ける所得分配の決定メカニズムを明らかにするうえで不可欠の要件であると考
える。
このモデル1における所得分配の決定メカニズムは，次のように説明するこ
とができる。ワイントゥラウプは現代の所得理論と雇用理論における基本概念
として重要な総供給関数 （Z関数）の工夫を通じて所得の機能的分配の決定メ
カニズムを分析している。彼が用いるZ関数は，現行の価格で形成されるもの
であり，所得の機能的分配が雇用水準や産出量水準の変動につれてどのように
変化するかを示すものである。このZ関数は，一定の価格で形成されていない
から，所得決定理論，雇用決定理論とマクロ分配理論との橋渡しとなる重要な
分析用具である。さらに，ワイントゥラウプは総需要関数 (D関数）の水準を
所得の機能的分配の問題，すなわち一般に賃金と利潤との相対的な所得分配率
の問題に接近する方向を示唆するだけでなしこの模索を通して新しい分析方
法を提供し，分析用具を創案している。
このようなZ関数とD関数の2つのマクロ的な概念を中心として，これにミ
クロ経済理論特に個別企業の需給理論を加味した基本的な理論構造の支柱が立
てられている。総供給は企業者（資本家）の総予想、を売上金額の集計額，した
がって粗国民所得である。総需要は，金利生活者，労働者，資本家のそれぞれ
の支出の総額，したがって粗国民所得である。均衡状態におけるZ曲線とD曲
線との交点で安定的な「所得と雇用の均衡」が成立し，均衡祖国民所得，均衡
総雇用量ないしは均衡総産出量が決定される。この総雇用量ないしは総産出量
が決定すれば，組国民所得あるいは総予想売上金額が決定する。これに対応し
て，ワイントゥラウプが賃金所得以外の所得を総称して名づけた残余所得は粗
利潤所得か要素所得かのいずれかによって決定される。この要素所得は要素量
と要素価格の積で示される。この場合の要素価格は生産要素に対する供給曲線
と需要曲線との交点で決定されるものである。均衡状態では，粗国民所得は総
- 8 -
????? ?
雇用量ないしは総産出量であり，したがって要素所得あるいは粗利潤所得が決
まり，所得の機能的分配が決定きれることになる
この所得分配の決定メカニズムにおいては，総予想売上金額という要因の果
たす役割が重要で、ある。総予想売上金額は前述の総支出に等ししこの総支出
は，いま取り上げている所得分配モデル1では，総消費需要支出と投資需要支
出の合計であるという条件を基礎にして組国民所得の分配水準を決定する場合
における消費部門と投資部門の役割を果たしているわけである。
IV 所得分配モデル1の理論構造の解明
所得分配モデル1の理論構造を解明するにあたって，（1) 所得分配モデル1
の体系，（2）総供給と所得分配，（3) 総需要と所得分配，（4) 均衡所得分配率
の決定，（5) 仮定の変更が相対的な分配率に及ぽす影響，の5つの視点に着目
して解明する。以下においてこれらのことを順次吟味して若干の検討を加え
る。
(1) 所得分配モデル1の体系
所得分配モデル1の仮定は，前稿のIVで既述したものである。
その仮定の下で構成された所得分配モデル1の体系は，ワイントゥラウプ自
身が明示していないため，一体どのような体系のものであるのか，明らかでは
ないが，私見で解釈した限りでは次の体系で示すことができる。
Z=Z(N) (1) 
G=Z-W-F (2) 
wニ lN (3) 
D=Dc十D1十Dg (4) 
Dc=Dc(N) (5) 
Z=D (6) 
記号の意味は次のとおりである。 Zは総供給あるいは総予想売上金額あるい
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は粗国民所得， Nは雇用量， Wは賃金所得あるいは賃金総額， Fは固定所得，
Gは組利潤所得， fは貨幣賃金率， Deは総消費需要， D1は総投資需要， Dgは
財に対する政府支出， Dは総需要である。
(1）は総供給関数 （Z関数）である。このZ関数がこの所得分配モデル1の出
発点であるとみなすことができる。ワイントゥラウプのZ関数は概念上いわゆ
るケインズ派の総供給関数と一致するもので、ある？このZ曲線上の各点は，前
稿のIVの（2), 1）で既述したように，ある特定の予想（あるいは事前的な）粗
国民所得に対応する。この場合，総支出は個別産業へ一定の割合で、配分される
こと，個別産業の供給曲線も所与であることが仮定されている。したがって，
個別産業の予想売上金額も所与である。この予想売上金額は，個々の産業が期
待した予想売上金額であり，要素価格が所与であるときの費用曲線であれば，
供給価格とこれに関連した産出量との積で示される。各産業の予想売上金額を
集計した総予想売上金額は，生産関数（1）を通じである特定の生産に必要な雇用
量に結びつけられる。このように，ワイントゥラウプの総供給関数 （Z関数）
は個別企業から直接導かれたものではないことに注意しておかなければならな
し可。
総供給関数は総需要関数との相互依存関係においてはじめて意味をもつもの
である。ワイントゥラウプはこの相互依存関係が粗国民所得いかんによって決
まることを仮定する。また，個々の費用関数と需要関数がいずれも所与である
ときには，総雇用量が決定きれることも仮定する。この点からみる限り， Z曲
線の移動は 2つのことを意味する。 1つは，総支出が総消費支出，総投資支出
おび、政府支出へ分配されることとそれが個別産業へ配分されることを意味す
る。もう 1つは，個々の産出量が増減し，個々の価格水準が変動して個別需要
曲線が移動することを意味する。これらのことを意味するからこそZ曲線の移
動は雇用量Nや総予想売上金額いかんによって決められることになる。たとえ
ば，雇用量の増加はそれだけ多くの総予想売上金額を必要とするから， Z曲線
dZ dZ は逓増しなければならない。したがって， Z曲線の勾配ーはァ＞ Oとなる。dN dN 
- 10 
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ワイントゥラウプはZ曲線の形状を前稿のように横軸（雇用量軸）に対して凸
状であることを仮定する。この仮定は収穫逓減に基づいている。
(2）は祖国民所得の分配定義式である。ワイントゥラウプは，組国民所得を賃
金所得，固定所得および粗利潤所得の3つの範囲毒の所得に区分する。この分け
方の長所は 3つの社会階級（所得取得者）の異なる利害関係が雇用増大，価格
水準上昇，独占力度の行使などで示される点にある。彼は，所得分配理論を構
成する最も基本的な経済量として祖国民所得を選ぶが，次の理由から選んで、い
る。①粗国民所得は「価格理論の売上収入の概念に最も近いものであるから，
後者の領域から発展した概念の枠組みの最も容易な適用を認める。②減価償却
と税額は主として粗概念と純概念を区別する。総予想売上金額から得られる分
配の仕方である。③税法は利潤税を最小にするために減価償却の数字を大きく
させるのに有利で、あることを提示している。……④減価償却の統計的評価の経
済的に厳密な正当性を問題にすることはいつでも容易な問題である。」
(3）は生産関数である。所与の貨幣賃金率の下では，賃金総額は図 1のように
原点からはじまる右上りの直線で描かれる。
(4）は総需要関数である。政府支出は，雇用量や価格水準の変動とは無関係に
固定した貨幣支出の中に入るものであるから，所与と仮定されている。総投資
支出は，独立投資支出であり，仮定により所与である。
(5）は総消費需要関数である。この総消費支出は内容的には生産関数(1）で示され
る。この総消費需要曲線は前稿の図8のような右上りの曲線で描かれる。
(6）はマクロ的均衡条件式である。
この所得分配モデル1は， 6個の変数Z,N, G, W, D, Deを決定する
完結したモデル(1）～（6）である。 F',l, DJ, Dgはすべてノfラメーターであり，
所与かつ一定である。
(2) 総供給と所得分配
ワイントゥラウプは，総供給の観点から 1）総供給関数がどのような所得分
配理論的含意をもっているのか， 2）総供給関数のその含意に基づけば， 3つ
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の社会階級（金利生活者，労働者および、資本家）の相対的な所得分配率はどの
ようになるであろうか， 3）生産力が相対的な所得分配率の決定にどのような
役割を果たしているか，について分析する。これらの3つの点について順次説
明する。
1）総供給関数の所得分配理論的含意
総供給関数 （Z関数），したがって総予想売上金額Zは，単純な分配図式で
はある特定の雇用水準において（2）のような労働者には賃金所得 W，金利生活
者（レンティアー）には固定所得F，資本家には粗利潤所得Gが分配され
る。
このZ関数の特色については，前稿で説明したように，ワイントゥラウプ
は総供給の決定要因を雇用量と考えるが，そうではないという見解を示したの
は，マーティ（A.L. Marty），置塩信雄教授である。マーティは供給の物理
的諸条件と考えて， Z関数の形状と所得分配率との関連を分析している：0しか
し，置塩信雄教授はZ関数は供給の物理的諸条件に依存するのではなくて，
「（ i ）労働運動， (i）独占，（i）需要の三つであり，生産技術，生産設備な
どの変化はこれら三つを通じて多様な効果を与える」ことを強調きれている。
置塩教授は（ i ）について次のように考えておられる。「誘導運動が充分強
力であれば，利潤極大原理を制限することによって，一定の総雇用量を維持す
るために必要な賃金単位で測った付加価値の大いきを減少させることができ
る。即ち賃金単位で測ったより少ない（利潤極大原理からみて）利潤で一定の
雇用をなきしめることができる。このことは……労働運動が充分強力であれ
ば，総供給函数を……下方に移動させることができることを意味する。ケイン
ズおよびその追随者たちが，総供給函数が労働運動によって移動する可能性が
あることを述べなかったのは，利潤極大原理を絶対視していたからである。」
( i ）について。「独占の成立は，それが成立した部門での総供給函数を上
方に移動きせ，他の完全競争部門の総供給函数を不変に留めるか（賃金財生産
と分離可能な場合），下方に移動きせる（分離不可能な場合）。従って社会全体
? ?
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についていえば，前者の場合には総供給函数を必ず上方へ移動きせ，後者の場
合その全体的効果は不明で、ある。しかし，我々は独占の成立にもかかわらず，
生産技術，実質賃金率，資本の回転期間，総雇用量の各部門への配分比率は変
わらないとして考えたのであるが，これらの変化を考慮すれば独占の成立，拡
ω 
大は社会全体の総供給函数を上方に移動させるということができるであろう。」
「生産技術の改善が社会の総供給函数にいかなる影響を与えるかは，独占的
支配の程度，需要増大の程度，労働運動の強さに依存する。独占的支配が大
で，需要増大の程度が大であり，労働運動が弱い場合には，生産技術の改善は
社会の総供給函数を上方へ移動きせ，逆の場合には下方へ移動させる。このよ
うに生産技術の変化は種々の社会的要因の如何によって，総供給函数に異なっ
た影響を与えるのである。？このような見解の重要性を念頭におきながら， z
関数の問題点を把握しなければならない。
Z関数を図示した場合の形状が非線型であって横軸に対して凸状であること
が所得分配モデル1の体系を解釈するときの論点である。ワイントゥラウプ
は， Z曲線の形状を測定する尺度として総供給の弾力性Ezという概念を用い
て，所与の貨幣賃金率fの下てコ雇用量Nの増加につれて相対的な賃金分配率
(27) !1Jがと、、のように変動するかを分析する。賃金分配率を例示すれば，これは前
- lN BN 
稿の図 4の－＝ー」で決定される。この場合，雇用量の増加につれて賃金分
Z HM 
配率は変動する。この変動は
d(Jlj_) ~＝iーを（鰐） (7) 
dZ で示される 01は労働者1人当りの平均総予想売上金額の逆数であり，百は
dZ N －・～ その限界総予想売上金額である。前稿の図4のH点ではー＞ーでなければなdN Z 
らないという労働の限界生産力と収穫逓減に基づいて Ezが（3.28）で定義さ
れているから，（7）をιで書き換えれば，
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d(Jlj) 7 1 
1元一＝を（i-K) (7)' 
となる。この式は， ιの大きさ，したがって賃金分配率の変動がZ曲線の勾
配の変化率すなわちZ関数の曲率に依存することを意味する。 ιの大きさは，
次の3つの場合に分けて考えられるが，ワイントゥラウプはιく1のときの
賃金分配率の変動を考えている。
レ 1のとき，すなわち， ![fi=o，したがって号＝衰のときには，f関
数は直線であり，雇用量の増加にもかかわらず，賃金分配率は不変で、ある。
d2Z . Z dZ 
Ez< 1のとき，すなわち， (JN2>0，したかつて万くdNのときには， Z関
数は横軸に対して凸状の曲線であり，賃金分配率は雇用量の増加につれて低下
する。 ｛d(lj）／州く Oとなり，（8）は負となるからである。このことは，ワ
イントゥラウプが導いた基本的な結論であり，本質的には相対的な所得分配率
の決定問題に収穫逓減法則を適用したことに係わることで、ある？）
d2Z . Z dZ 
ついでに， ι＞1のとき，すなわち， (JN2くO，したかつて万＞(JNのとき
についてみれば， Z関数は横軸に対して凹状の曲線であり，賃金分配率は雇用
量の増加につれて上昇する。
2) 3つの社会階級の相対的な所得分配率
Z関数の含意に基づいてワイントゥラウプは 3つの社会階級（既述のように
金利生活者，労働者，資本家の各階級のことである。）の相対的な所得分配率
の理論的本質について考える。この本質は， 3つの形態の所得，すなわち，固
定所得F，賃金所得Wあるいは lN，粗利潤所得Gの相対的な重要性に関する
鍵は， Z曲線， ow曲線， FF＇線のそれぞれの形状に関する仮定そのものに
あるというのである。
( i ）金利生活者の固定所得分配率
まず，金利生活者の固定所得分配率から吟味する。雇用量が増加する場合を
仮定すれば，この分配率の変動は
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d（与） ti' 7¥T ./7 ti' 唱
ョ元一＝一歳。お）＝－沼E (8) 
で、示される？この式によれば，金利生活者に支払われる貨幣額が前稿の図4の
OFで固定きれているときには，雇用量の増加につれて金利生活者の固定所得
分配率は低下しなければならない。（副会／dN｝く Oになり， ωは負となる
からである。
Z関数の形状が前稿のような形状で示されることを仮定すれば，価格は一定
ではない。金利生活者の相対的な立場を改善するための必要条件は，産出量と
雇用量が増加するにつれて一般物価水準が低下することである。
(i ）労働者の賃金分配率
ZN 一労働者の賃金分配率ーの変動は，（7）＇で、不きれる。 Z曲線の形状が横軸に対z 
して凸状であることを仮定する限り，賃金分配率は雇用量の増加につれて低下
する。
(ii）資本家の粗利潤分配率
G 資本家の粗利潤分配率ーは，（2）から得られる。雇用量が増加するとき，このz 
分配率の変動は，（7)', (8）から
d(¥) l 1 F 1 つお一＝1--z(1-E)＋疋•Jh (9) 
となることで示される。この式によれば，（粗）利潤分配率の変動は金利生活
者が取得する固定所得分配率の変動と労働者が取得する賃金分配率の変動に依
存する。仮定により ιく lであるから， 1-l_くOとなり，（9）の右辺第 2項ι 
は正となる。したがって，雇用量の増加につれて粗利潤分配率は上昇する。こ
の粗利潤分配率の上昇は金利生活者と労働者のそれぞれの所得分配率を犠牲に
ω） 
してはじめて可能となるわけである。この点にこそワイントゥラウプの所得分
配モデル1の重要な分配理論的含意がある。一般にマクロ分配理論は国民所得
15 -
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を賃金所得と利潤所得に分配するものであるが，ワイントゥラウプはそのよう
なマクロ分配理論は資本家聞の利害関係のありとあらゆる異質性を見失ってい
似）
ることも指摘している。
ここで，賃金分配率と固定所得分配率とを比較すれば，次のことを明らかに
することができる。
賃金所得に対する固定所得の比率の変動は，雇用量の増加につれて
副長） p 
dN lN2 
）????? ?（
で示きれる。所与の貨幣賃金率fの下では，固定所得分配率互は雇用量も産出
lN (35) -
量も増加するにつれて賃金分配率ーよりも小きくなる。このことは固定所得z 
の絶対額が大きくて賃金所得 lNと産出量Zがともに少ないときに最も顕著に
表われている。
3）生産力の役割
ワイントゥラウプは ow曲線に対するZ曲線の位置を決める場合に「生産
力Jがどのような役割を果たすかを分析する。
仮定により生産物市場と要素市場はともに完全競争的で、あり，資本家は利潤
極大化原理に基づいて行動するものとする。
まず，個別企業の場合を考える。資本家（企業者）は実質賃金率Lが労働の
限界生産力祭に等しくなるまで労働者を雇用しようとするから，出稿の（担）が
ート N 
成立する。（34）の両辺ドーを乗じれば，生産の弾力性Exが
」 x
dXN l N 仇T x' E二一一一＝一一二一＝－ (1) 
x dNX PX Z x 
で定義される。この定義式は， ιが賃金分配率長（＝ヲ）に等しし労働の
aY 平均生産力N (=x）に対する労働の限界生産力」三（こど）の比率ーに等しいdN 
ことを意味するとともに，賃金分配率がこの比率いかんによって決定されるこ
とを意味する。 Exく 1のときには， x＇くxとなり，賃金所得はx，の絶対値がい
? ???
? ???
?
? ?
かに大きくても粗国民所得の重要な構成部分となる。 ι＝1のときは，ど＝x
となる。 Ex>1のときには， x'>xとなる。
このようなミクロ分析をマクロ分析に拡大するため
を集計する？マクロ分析は個別企業が貨幣賃金率J
ワイントゥラウフ。は，
n個の企業（全企業）
を労働の限界生産力に等しくしようとする場合には可能である。全企業は同一
ワイントゥラウプは，各企業が粗利潤所得を極大の財を生産すると仮定する。
賃金分配率は生産の「平均」弾力性Exに等しいと考えるから，
一一lN_ l(N1十ぬ＋……十凡） /"!¥] TM ＝ー」＋~十……十とこE
x z Zi 十~＋…… ＋ Zn Z Z 
化すれば，
(12 .1) 
二第十第十 与~＝i~l~ι治安） (12. 2) 
生産の平均弾力性がしたがって賃金分配率がn個のが成立する。（12.2）は，
と予想売上金額Z，総予想売上金額Z個別企業における生産の弾力性 （Ex;)
あるいは全企業 （n個の個別企業）における予想売上金額，労働のによって，
総予想売上金額によって決定されるこ平均生産力 X；，労働の限界生産力バ，
この式から生産関数の特色を示す経済諸量だけが賃金分配率をとを意味する。
決定するというマクロ的限界生産力説の周知の特色が得られる。
すなExく 1となるのは，全企業が収穫逓減の範囲内で操業しているとき，
ワイントゥラウプは「絶対的な貨
幣賃金率は生産力現象だけが最終結果を支配するという結論に導く相対的な賃
金分配率の分析には現われないjことに注目する。
このようにして，わち x＇くxのときである。
(1)で雇用量が増加するときの賃金分配率の変動を個別企業iの段階で検討す
x γ． 
次のようになる。（1）のーを」に書き換えて N で微分すれば，
X X; 学＝袋二土（表－~会）
れば，
）??
〈?
?（?
各企業は労働の平均生産力の極大点よりも右方
??
となる。完全競争のときには，
dx'・ dx の領域で操業するから JPく0 J?-くOである。’dN ＿’ dN 
ら，バ＝ Oのときには，務＞J}Jとなる。
は，（13）の小括弧内の第2項は小きくなるであろうから，低下するであろう。
バーー や dxi ,.dx；ーらに，労働の生産力比率ーかu近っき ーか一－t近づくときには，各企xi 」’ dN dN」
dx~ － dr _ 業の賃金分配率は上昇するであろ、 一一 」 Oのとき，すなわち労働の70 dN-dN-
限界生産力が一定であるときには，賃金分配率は不変で、ある。
さらに， xi>0で、あるか
したがって，各企業の賃金分配率
? 。??
? 」
このようなミクロ分析をマクロ分析へ拡大させた場合には，マクロの賃金分
配率の変動は，雇用量の増加につれてどのようになるであろうか。合成関数で
(12.2) 
dNi 
dN 
?． ??
?
?
?
? ? ?
をNで微分すれば，
ゅよ δ（努）似ー 与
一’ー’dN -£:1 aNi dNー タ
ある
＝~｛ （義－~~）~づ（~－~~）｝務 ）?? ???? ??? 、
この(14）の右辺中括弧内の第2項は各企業にはほとんどOとみなきれる
その第 1項は各企業にも経済全体にも重要な要因である。
γ 
金分配率は労働の生産力比率」いかんによって決定されることになる。（13）の場
X・ 
合と同ーの条件の下では，この賃金分配率は同様な結果を示すであろう。ただ
Z; dN,. この賃金分配率の変動は」とー」が加重きれ子分戸け大きくなるであろZ dN - -
したがって，賃
となる。
が「，
し，
つ。
雇用量が増加するときの賃金賃金分配率の場合だけであるが，このように，
分配率の変動は生産力現象に依存することがわかる。
次のように要約する以上のような総供給と所得分配との相互関係の分析は，
ことができる。短期分析と静学分析の通常の条件の下では，収穫逓減法則の適
貨幣賃金率が所与である限り，所得分配はまた，
所得水準と雇用水準の上昇につれて金利生活者と労働者を犠牲にしてはじめて
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用可能性が仮定される限り，
??????
資本家に有利となるであろう。
(3) 総需要と所得分配
ワイントゥラウフ。は，既述の総供給の視点からだけでなく，総需要の視点か
らも， 1）所与の総供給関数（Z関数）に伴う所得分配の変化が総需要にどの
ような影響を及ぼすか，またこの総需要は最終的な総供給や雇用量の位置や所
得分配にどのような影響を及ぼすか， 2）金利生活者，労働者および資本家が
取得する各所得の変動が総供給と雇用量の均衡にどのような影響を及ぼすか，
を分析する？）これらのことを順次説明する。
1）総需要の所得分配理論的含意
総供給関数と総需要関数 （D関数）の交点で「所得と雇用の均衡」が成立す
る。この場合のD関数は3つの社会階級聞の所得分配に依存する。価格水準は
3つの社会階級の支出形態に影響を及ぼすから，ワイントゥラウプは総需要D
を貨幣表示で取り扱っている。 Dは前稿のωによって総消費需要Deと総投資
需要Drで、構成される。彼は（4）のように総需要に政府需要Dgを取り入れている
が，ここではそれも移転支出も所得税も存在しない (Dg=O,Tt-I'c =O）こと
を仮定する。均衡状態では， Dc=C,Dr＝！ とおけば，（4）から
D=Dc+D1=Z=C+I (4)' 
となる。資本家はZとNに関係なく Diが水平線となるような所与の投資支出
を計画する。 Deは前稿の仰と（28），。。）によって雇用量の黙示的な関数（5）になる。
De 内総需要に占める総消費需要の比率一ーは， sを限界員丁蓄性向， Sbを総（あるD 
いはマクロの）可処分所得からなされる粗貯蓄 （S6=sYd), S nは総可処分所
得から負の貯蓄 SrVを控除した純貯蓄 （Sn=86-SrV）とすれば，前稿の（28)
を用いて，
Dc_ cYd+sv V _ (1-s）九十SvV一九－sn
D D D D 日
で示される。この(15）のydは，政府収支を除外し，留保利潤あるいは企業純貯
??
?????
? 』
蓄をsrとすれば，次のようにして得られる。この留保利潤は sr=c-rvc=
(1-rv) Gで定義されるものとする。前稿の（28）てやれ－Tc=Oと仮定するから，
九＝仏T+F+rvcとなる。この式へ（2）と（3）を用いて得られる式を代入すれ
ば，（l）＇を用いて総可処分所得は
九＝Z-(1-rv)c二 C十I-Sr (16) 
で示される。
(15), (16）から，
Dc_C+ (l-S）ミC
D D くZ (17) 
が得られる。 Sは総貯蓄である。これは S=Sr十snで定義きれるものである。
(1のの含意は次のことである。粗国民所得Zからなされる総貯蓄Sが総投資I
に等しいときには，総消費支出Cは総産出量の一部分を構成する消費財の産出
量に等しくなる。ある特定のZの水準でSくIのときは， DeくDとなる。こ
の超過需要状態では総産出量と雇用量が増加して祖国民所得は増加するという
拡大効果が生じる。逆に， S>Iのときは， Dc>Dとなる。この超過供給状
態では総産出量と雇用量が減少して祖国民所得は減少するという縮小効果が生
じる。
2）社会階級の所得変動が総供給と雇用量の均衡に及ぼす影響
( i ）労働者の賃金所得が変動する場合
労働生産性の逓減の下で雇用量の変動につれて賃金所得W(=Y~） が変動
する場合には，総供給Zと雇用量Nはどのようになるかを検討する。労働者の
消費支出はDwとおいたから，図 2-1のように雇用量がN1よりも少ないとき
には，負の貯蓄の方が賃金所得からなされる貯蓄 SwY~ (= Y~－ cwY~） より
も多いから， D~ ＞ Y~ となる。逆に， N1 よりも多い雇用量では負の貯蓄の方
が賃金所得からなされる貯蓄よりも少ないから， D~ ＜ Y；となる。
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このようなことを図 2-2でみれば，雇用量の増加につれて負の貯蓄 SvV
は O に近づくから， CwY ；曲線は D~曲線に漸近する。この場合，労働者が賃
金所得を全部消費するとき，すなわちら＝ 1 のときには， D~＞ W=Y；とな
る。労働者は， Mまでは雇用量の増加を図り， M以上で、は純貯蓄があるため
雇用量の増加を抑制し， Niで、は価格水準の上昇と実質賃金率の減少に悩まさ
れながらも実質消費を維持しようとするからである。
この Niのときには， CwY ；曲線と D：曲線は OW 曲線へ漸近する。 CwY~曲
線の勾配は，労働者の貯蓄を犠牲にして消費支出や価格水準と同ーの増分であ
るときには， Z曲線の勾配に等しくなる。
総供給の増加がD~の増加を上回るときには，労働者の実質消費は減少す
る。この場合からみても，総供給と雇用量がともに増加すれば，実質賃金率は
大きく低下するから，相対的な所得分配は変化し，賃金所得は減少して粗利潤
所得が増加するであろうし，価格インフレーションも生じるであろう。この意
味において，この変化は労働者の実質消費に関する消費行動いかんによって左
右されるであろう。
( i ）金利生活者の固定所得が変動する場合
雇用量の変動につれて固定所得が変動する場合には，金利生活者が取得する
実質所得とその相対的な所得はどのようになるかを検討する。金利生活者が実
質消費をするときには，前稿の図7-1のように，彼の消費支出曲線D引ま横
軸に対して水平な FF’線に下方から右上方へ漸近しながら上昇するであろう。
したがって，金利生活者の貯蓄が減少するときには，資本家が取得する粗利潤
所得は増加するのに，金利生活者が取得する実質所得は減少し，その相対的な
所得は減少するであろう。
(ii）資本家の組利潤所得が変動する場合
雇用量の変動につれて資本家の粗利潤所得が変動する場合には，資本家が取
得する実質所得と相対的な所得はどのようになるかを検討する。総供給と雇用
量の増加につれて，資本家が取得する実質所得は増加する。この所得の増加
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は，資本係数が一定であるときには，資本家1人当りの資本ストックによって
決定される。また，総供給と雇用量の増加につれて粗利潤所得は各資本家では
少なくとも x~だけ増加するであろう。
粗利潤所得が賃金所得を超過する額の変動については，次のようにして示さ
れる。労働力は唯一の可変的生産要素であり，貨幣賃金率は所与であると仮定
する。さらに，独占は存在しないと仮定する。前稿の側をNで微分した式へ前
稿の仰を代入すれば，
dG dP dPdX dP 一一二一－ X=X一一二x-dN dN dXdN dN 
、 ? ー ， ，
?
??．? ????? ???、 、
d昨F
となる。この式から W=lNをNで微分しP式の一一 ＝lを引けば，粗利潤- dN 
所得の賃金所得に対する超過額の変動は，
dG dW dPdX dP 一一 一一 ＝X一一一－l=X- l dN dN dXdN (18. 2) 
dP lx" で示される。この式へ前稿（47）のP=l/(dX/dN〕をNで微分しf：＿＼一二一一一一- dN (x')2 
を代入すれば，収穫酬の下ではかく Oであるから，
!/k=t｛~手－ 1} (1助
となる。
一回 ~ dG_ x＂二Oのときは，雇用亙の悼加lつれて一一 Oとなり，粗利潤所得は Oと日~ dNー
なる。 fが極めて大きいときには，労働の限界生産力曲線x＇は横軸に対して
凹状の曲線となり，実質賃金所得は減少するであろうが，粗利潤所得は増加す
るであろう。実質賃金所得がより多いときでさえも，労働者の消費は限界では
より少ないから，やはり実質賃金所得は減少するであろう。
このようにして，資本家の消費性向が一定に維持されるか，雇用量の増加に
つれて資本家の実質消費が増加するときには，資本家の実質購買力は増大する
であろう。いずれにしても，資本家の貯蓄の絶対額は雇用量の増加につれて増
加し，この増加した貯蓄は De二CとS=Iの均衡をもたらせるであろう。雇
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用量の増加につれて平均貯蓄性向が上昇する限りでは，所得水準の上昇は究極
的には阻止され，賃金所得や固定所得に比べて組利潤所得は抑制きれるであろ
つ。
このような関係から，カレッキ・ロビンソン・カルドア仮説という極端な場
合，すなわち， Cw=1 , S w = 0 , Cg= 0 , Sg = 1を仮定すれば， G=Iとなり，
資本家の粗利潤所得Gは総投資fに等しくなる。この場合，総投資が増加すれ
dG _ 
ば，総利潤所得は増加する（－＞ 0）。きらい資本家が消費するときは＞di 」
Cg> 0）には， G二 I+Dffとなり，資本家の粗利潤所得は総投資と資本家の消
費Dfの和に等しくなる。したがって，資本家が消費すればするほど，資本家
の粗利潤所得は増加することにな（i( (dG/dDわ＞ 0）。
以上のような総需要と所得分配との相互関係の分析は，次のように要約する
ことができる。それは， 3つの社会階級（所得取得者）の需要行動が各所得取
得者の所得分配を決定し，その所得変動が総供給と雇用量の均衡に影響を及ぼ
すということである。
(4) 均衡所得分配率の決定
この所得分配モデルlの均衡粗国民所得Z＊と均衡雇用量N＊は，前稿の（24)
のZ曲線と（4）の D曲線との交点で決定される。この交点は図 1のように安定
均衡点である。この証明は前稿のIV,(2), 3）で示した。均衡の決定と安定性
は，雇用水準が低く，総供給曲線の勾配Zが総需要曲線の勾配＠＿ よりも大dN 
きくて総需要Dが総供給よりも多いときに得られる。
＼一、 W* N*B -図4-1では，均衡包金勿配卒一ーは比率一一一で刀之され，均衡固定所得分
一 Z* N*Q 
配率ζは比率＿！＆＿で、示される。ワイントゥラウプが残余所得とみなす均衡粗
Z *N*Q G Q. 利潤分配率一＇＂＊は比率ー す一て、図示される。z 1V !cJ 
Z曲線は D曲線とともに「所得と雇用の均衡jを決定するが， Z曲線が移
動すれば，均衡点も移動するため，雇用水準も変動する。この雇用水準は Z
曲線と ow曲線の形状に基づいて 3つの社会階級の相対的な所得分配率を決
定する。この所得分配の決定メカニズムについては，小論のII,(2）で既述し
? ?ヮ
? 』?? ?
た。
(5) 仮定の変更が相対的な所得分配率に及ぽす影響
ワイントゥラウプは，所得分配モデル1の基本的枠組みを拡張するために，
このモデルの仮定を変更し，このことが相対的な所得分配率に影響を及ぼす諸
要因を顧慮する。この諸要因については次の 1）～ 5）で取り上げる。
1）独占の導入
ワイントゥラウプは，まず最初に，独占が粗国民所得，賃金所得および粗利
潤所得の決定にどのような影響を及ぼすかについて検討する？）
需要曲線，したがって需要の価格弾力性 ηは主観的なものである。生産物
価格Pと産出量Xの組合わせは各企業の場合も市場の場合も同じであり，労
働力が唯一の可変的生産要素であると仮定する。独占の場合には，生産物価格
は限界収入MRよりも大きいから，独占力度をもっ企業の賃金分配率は，
ヲ＝JP1づ（i-)
で示される。この場合の条件として
MR=P（寸）＝トMC
。
。1)
が必要で、ある。 2はラーナーの独占度概念に該当する。その他の記号は既述の
η 
とおりである。
(20）をマクロ経済に拡張すれば，
ヲ＝~l~ （ l-i）~ (2) 
となる。このωの含意は次のことである。所与の雇用量の下では，独占価格が
存在するときの賃金分配率は完全競争価格が存在するときの賃金分配率よりも
小さくなるであろう。したがって， Z曲線と ow曲線との聞の垂線の長さは
大きくなる。しかし， ηが所与であるときには，賃金分配率は雇用量の増加に
つれて変動する。独占の場合には， η＞1となり，賃金分配率は低下する。こ
24 -
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?
??
?
?
のことは，「生産力現象だけでなく，独占力度の程度は独占下の所得分配に影
響を及ぼす？ことを意味する。
所与の高い貨幣賃金率の下では，どの雇用水準でも ow曲線に対するZ曲
線の関係は変わらない。したがって，粗利潤分配率は不変である？しかし，限
界費用に他の生産要素を賃金として含めるときには，生産物価格は上昇し，粗
利潤分配率は変動するであろう。
2）貨幣賃金率の変動
貨幣賃金率fが変動するときには， Z曲線の位置はどのように変わるかを検
討する。貨幣賃金率が上昇するときには， Z曲線も ow曲線も同ーの比率で
上方へ移動する。したがって，独占力度ょが上昇するか，あるいは雇用量が増
r/ 
加し，貨幣賃金率が上昇するときには，賃金分配率の上昇は抑えられるであろ
っ。
貨幣賃金率が雇用量の関数であると仮定すれば，各貨幣賃金率li(i= 
1,2，…，n）に対して原点からはじまる一群の直線 Wi(iニ1,2，…，n）を用いる
ことができる。この直線の勾配がLである。いま，一時的不況期の雇用量は貨
幣賃金率Aのとき Niであるが，回復期には雇用量は Niから凡へ増加し，貨
幣賃金率がAからんへ上昇すれば，全般的な賃金総額曲線の勾配は大きくな
り，各貨幣賃金率Lに対応しである特定の雇用量Niが対応するから，たとえ
ば， W1ニl1N1,Wz＝んNzであるから，前稿の図14-1のα点と c点を通じて
描くことができる。 α，cなどの点の軌跡が新しい賃金総額曲線すなわち ow
曲線である。この ow曲線の形状は横軸に対して凸状である。この ow曲
線の勾配の逓増は総予想売上金額ないしは総供給Zの勾配を逓増させる。 Z関
数は雇用量Nの増加関数となる。
（加）
Z曲線の勾配は，前稿で既述したように， ow曲線の勾配よりも大きい。
この場合には，労働者にも金利生活者にも不利となる所得再分配が行われる。
資本家が取得する粗利潤所得は，①収穫逓減と価格上昇に依存して増加し，②
価格上昇が賃金費用も増加させるときに依存して増加する。
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3）企業の未統合状態
仮定⑥を取りはずした場合には，所得の分配はどのようになるであろうか：I)
原材料が企業相互間に販売されることを仮定すれば，労働力が唯一の可変的
生産要素であるという仮定は認められなくなる。最終生産物が多くの過程を通
じて生産される場合には，可変的費用は独占力度と労働生産性の影響を受ける
であろう。たとえば，独占力度が強くなるほど，最終生産物の購入者は不利な
条件を負う羽田となる。このことは，総予想売上金額ないしは総供給，賃金総
額ないしは賃金支出額に影響を及ぼすであろう。独占力度が強く支配し，企業
が未統合状態にある場合には，総予想売上金額ないしは総供給と賃金総額との
差は雇用量の増加につれて大きくなる。
このような問題についてワイントゥラウプは次のように定式化する。企業n
はi個の供給企業に独占が存在する場合には，企業nの限界費用は i個の供給
企業の独占の影響を受ける。企業nの総費用 Cnは，
か （ZN＋凡十zf与（ギ）
1=1-vz 'lz 
(23) 
で示される。このωをXnで微分すれば，右辺第2項は合成関数であるから，
企業nの限界費用 MCnは，
MC二 !Enニムr 1 { 1Ji十XE_笠－ ~生；
n dXn Xn i=IX~ （ ηi-1) ¥ iδ1Xi ηix；δxi 
-!l.d£. E!h ＼些
ηi-1axJ dx, 
）??
?
? ?（
で示される。ここで，生産係数がマクロ経済で固定されているときは設
は一定である。似）によれば， t個の供給企業が独占下にあるから，企業nの限
界費用は減少するが，企業nの最終生産物の価格は上昇する。
このように，企業がすべて完全に統合されていない場合には， Z曲線は
ow曲線から離れていくから，賃金分配率は低下するであろう。
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4）資本ストックの変動
ワイントゥラウプは，資本ストックの変動が最適の各雇用量に適応するとい
う場合を取り上げて， Z曲線は ow曲線のそれぞれの形状と位置の相互関係
について考察する。ワイントゥラウプは，「資本の深化」がZ曲線を左方へ移
動きせ，各雇用水準で、賃金所得を変動させなければならないと考える。これに
反して，資本の増大はどの雇用水準で、も労働の限界生産力を上昇きせなければ
ならないし，新規の資本設備が新しい企業の形成を意味するならば，競争を激
ω） 
化きせるであろう。この意味において，新規の資本設備を示す「資本増大」は
賃金分配率を上昇させる傾向がある。）
Z曲線の位置については，最適の要素組合せによって粗利潤所得が増加する
とき， Z曲線は上方に存在することをワイントゥラウプは示している。このこ
とは ow曲線についても妥当するという見解である。この見解によれば，最
初の「均衡」と新しい「均衡Jを比較することはできない。賃金所得の変動に
比べて総供給の変動の完全な分析をすることは把握できないから，「その解決
x はもとの位置に比べた新しい位置における加重した比率ーと一般化された需要x 
の価格弾力性 ηに依存する。…さらに， Z曲線が移動すれば，均衡雇用量の
位置は総需要に及ぼす影響を通じて変わりそうである。したがって，新しい所
得分配は同ーの雇用水準においてもとの所得分配と比較しなければならないで
あろう。」
ワイントゥラウプは資本ストックが雇用量の変動につれて継続的に変動する
という場合も考察する。この場合は， Z曲線の一群の図形が存在し， ow曲
線の一群の図形も存在する。きらに，雇用量の増加につれて固定所得も増加す
る。したがって，資本家の粗利潤所得や金利生活者の固定所得への分配は雇用
量の増加につれて影響を受けるであろう。
5）生産関数の変化と技術進歩の導入
生産関数の不変という仮定を取りはずすことについてワイントゥラウプは次
のように考える。「相対的な賃金分配率は，労働の限界生産力に依存するだけ
????
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でなく，労働の平均生産力xに対する労働の限界生産力向比率七こも依存
する。…確信をもっていえることは，同ーの労働力に対して労働の限界生産力
が高いほど，・・労働の実質所得と実質賃金も増加するということてやある。？（文
中の記号は原文の記号とは異なる。）
ワイントゥラウプは技術進歩について次のように考える？彼は資本節約的
（労働使用的）技術進歩を所与の産出量の下で資本装備率を低下させる技術進
歩であると定義する。この場合，雇用水準はと守の産出量水準で、も同一でふあると
仮定すれば，合理的な生産を行うためには限界費用と供給価格は低下しなけれ
ばならない。したがって， Z曲線と ow曲線は各雇用水準で、相互に接近する
から所与の貨幣賃金率と所与の雇用量の下で供給価格が低下するときには，
賃金分配率は上昇し，粗利潤分配率は低下することになる。
これに対して，資本使用的（労働節約的）技術進歩をワイントゥラウプは各
産出量水準で資本装備率を上昇させる技術進歩であると定義する。「おそらく
労働の限界生産力は一層増加するであろう。資本節約的技術進歩の変化は粗利
潤分配率が上昇しない限り保証できないであろう。したがって，労働節約的技
術進歩の効果は各雇用水準で相対的な賃金分配率に比べて総供給を増加させる
点にある。」このょっにして賃金分配率は低下するが，実質賃金は所与の雇用
量の下で資本装備率の上昇につれて増加する。逆に，粗利潤分配率は上昇し，
実質組利潤は増加する。
中立的技術進歩は各産出量水準で資本装備率が不変で、ある場合の技術進歩で
あると定義される。この場合には，資本装備率が上昇すればするほど，賃金分
配率は低下し，実質賃金は減少するのに反して，粗利潤分配率は上昇し，実質
粗利潤は増加する。
以上のように，ワイントゥラウプの所得分配モデル1を可能な限り客観的に
吟味し，そこに内在する所得分配理論の体系的構成に照射してその理論構造を
解明した。
? ???
? ???
v 所得分配モデル1に対する批判的考察
この所得分配モデル1について批判的考察を行うにあたっては，（1) 接近方
法，（2）根本的前提，（3) 総供給関数，（4) 生産力，（5) 技術進歩，（6）体系
の短期的性格と長期的性格，の6つの視点から検討を加える。
(1) 接近方法について
ワイントゥラウプはマクロ的分配理論特に需要面を重視したケインズ派分配
理論の相互関係を導入している。「ワイントゥラウプはその研究範囲を取り巻
いている多くの混乱を排除することができたし，新しい経済分析の用具を用い
て古典派が強調した総供給と新古典派が強調した生産力を生き返らせている。
ワイントゥラウプはまたその分析にω虫占度，②ケインズの非生産的消費に類似
した『強制貯蓄Jの概念，③修正した『無尽蔵の瓶』の効果を導入している。」
デイヴィッドスンは，所得分配モデル1におけるように需要理論的分配理論
と供給理論的分配理論とが「総合化きれた所得分配理論」ないしは「折衷理
論Jを形成する接近方法がある特定の前提に基づけば，この接近方法は必ずし
も矛盾していないと考える。所与の各雇用水準と所与の生産関数の下では，相
対的な所得分配率は実質有効需要の構成いかんによって決定されるであろう。
これに反して，所与の各雇用的な所得分配率は生産力現象によって決定される
であろう。したがって，需要要因と供給要因が相対的な所得分配率の決定要因
となるためには，需給要因は相互に独立したものでなければならない。このよ
うな前提を設けてはじめて需要理論的分配理論と供給理論的分配理論の「2つ
の接近方法は両立できるものであって，主要な相違は強調点の差異にある。ロ
ビンソンやカルドアの理論は所与の各雇用水準の下で、『実質』有効需要の構成
の変化を強調し，価格水準と生産力現象には従属的な役割しか与えない出こ
れに対して，ワイントゥラウプの所得分配モデル1で優越した地位を占めるも
のは価格水準や雇用水準の変動，生産力現象の変化である。この点にも関連し
て，ボドキン（R.G. Bodkin）は次のように述べている。「ワイントゥラウプ
? ?? 』
? ??? ?
は3つの主要な社会経済階級（労働者，金利生活者および資本家の各階級）の
相異なる限界消費性向をマクロ的分配理論における中心テーマの 1つにしてい
る。それにもかかわらず，ワイントゥラウプの理論は性格上限界生産力説の諸
（ω 
要因と非消費的な総需要要因を総合化した一般均衡理論である。」このような
所得分配が総消費支出の水準に及ぼす影響を考察する場合には，ケインズ，カ
ルドア，クラインとゴールドパーガー，ルーベル，デFユ一セ余ンべリ一などの考
え
いる場合とそうで、ない場合がある。
いずれにしても，デイヴイッドスンとボドキンは，ワイントゥラウプを評価
しているが，ブロンフェンブレンナーは次のように批判する。「いかなる折衷
理論の害悪（bane）もそのいくつかの部分では方程式の数の方が変数の数よ
りも多いときには過剰決定であるという意味で不揃いで、ある。ワイントゥラウ
プの体系では，何が変数であるのか，どの変数が外生的に所与であるのかが
まったく明らかではない。しかし，ワイントゥラウプ体系のケインズ派の部分
は形式的には分配変数を決定するのに自己充足的である。そうであるとすれ
ば，非ケインズ派の部分はどういうものであろうか。それは過剰決定であろう
か。所得分配の原因よりもむしろ所得分配効果を表わすものであろうか。そう
であるとすれば，そのような効果はどのようなメカニズムをもたらせるのか。
一一般均衡論者の立派なローザンヌ学派の手法を見落としている。J
ワイントゥラウプが強調した総需要と総供給の相互関係，たとえば，労働の
限界生産力と賃金分配率の相互関係に対して，デイヴイッドスンは前述の論証
に基づいてワイントゥラウプの説明は不明確で、あると批判する。ワイントゥラ
ウプは，完全雇用水準の下では雇用国民所得が決定きれ，これによって構成さ
れた有効需要が相対的な所得分配率を決定すると考えている。しかし，粗国民
所得の決定には粗国民所得と雇用量との関係を示す生産関数ないしはその逆関
数である雇用関数の形状が影響を及ぼすから，粗国民所得水準は需要要因であ
る完全雇用水準だけで、決定されるのではなくて供給要因からも決定されること
??? ?
? ?? ??
を看過してはならない。この意味において，各雇用水準ないしは各粗国民所得
水準における相対的な所得分配率は需給要因の事情に依存するとみなさなけれ
ばならない。したがって，この点に関する限り，供給面の要因に対するワイン
トゥラウプの評価はまだ十分なものではないとコメントしでもよいと考える。
たとえば，総供給の弾力性や生産の弾力性の値が最終的に決定されることにつ
いては説明していないからである。特に，どの範囲で総予想売上金額ないしは
総供給と貨幣賃金率が雇用量の変動につれて変動するかが問題になるであろ
つ。
きらに，アイスナー（R.Eisner）は次のように批判している。ワイントゥ
ラウプは，現存する経済体制の枠組みの中で相対的な所得分配率を解明し，そ
れの変更が可能で、あるというイデオロギー的重要性をもって，大まかに分けた
生産要素の所有者すなわち労働者と資本家，それに金利生活者の3つの社会階
級に帰属する相対的な所得分配率の諸問題を考察している。「彼の接近方法は
本質的にはケインズ的な総需要の概念に不安げに結びつけて静学的形式で考え
られた『限界生産力説』の接近方法である。しかし，ワイントゥラウプは貨幣
賃金率を一定に保ち，価格の変動を認めて，彼の重要な諸関係の多くを貨幣表
示で表わしている。彼が示した諸概念は，通常部分均衡分析が不適当なもので
あると適切に認められる場合に，部分均衡にとって重要な需給両曲線がどのよ
うに移動するかについての観察に基づく所見によって補充された部分均衡分析
の概念で、ある。？同様なことはシャツクル（G.L. S. Shackle）も「彼の分析目
的は企業および産業の水準で所得分配を分析するという伝統的分析を，実際に
はマーシャル的な『部分j分析の見方を根本的にわれわれの結論を変えさせる
ケインズ的な集計的な諸概念の枠組みに関連させることである？と述べてい
る。
(2) 根本的前提について
ワイントゥラウプの次の最も厳格な仮定は，所得分配モデル1を支配する根
本的前提である。すなわち，「各産業の供給曲線が決まれば，また各産業の予
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想売上金額に対してこの予想売上金額の分配が決定されるならば，総供給は唯
一の関数になるであろうJということである。このことは，総需要の構成がど
のようなものであるかを 1つだけ予想できることを意味し，したがって各雇用
水準における産出量が1つだけ存在することを意味する。この仮定を正当化す
るために，ワイントゥラウプは次のように述べる。「経験的には産出量と雇用
量の構成が顕著に類似した特色を示すであろうし，…それらの構成が変化する
部門では，その仮定が時間の経過につれて弱くなるが，経済界における不変性
の領域よりも限定されるようにみえるという意味で…経済にはかなり同時的な
安定性が存在すると思われる。」しかし，この根本的前提は相対的な所得分配
率の短期理論に適用することはできてもその長期理論に適用することはできな
い。ワイントゥラウプが認めるように，有効需要の構成が変化するから，任意
の所与の雇用水準で産出量の構成が変化するときには， Z曲線の経路は 1つだ
けではなくて無数に存在するからである。（12.1）から生産の平均弾力性を得
るときに，各産業を荷重することは，産出量の構成を変化させることになる。
この意味において，短期分析の場合には，総需要の構成， したがって各雇用水
準の産出量が1つだけ存在するという前提は役に立つ現実的な第一次的接近方
法であると認めることができる。
(3) 総供給関数 （Z関数）について
ワイントゥラウプのZ関数は，個別企業から直接導かれたものではなくて，
個々の産業の供給曲線から供給価格にこれに対応する産出量を乗じたものを全
産業にわたって集計して導かれたものである。このような総供給曲線の導き方
は，通常の単一の産出量の構成ではなくて，全産業の多数の産出量の構成が理
論の中に含まれるという基本的な条件を満たしてはいる？しかし，このことだ
けでは総供給曲線の本質ないしは内容を明確に説明することはできない。実
際，ぺン (J.Pen）は，その点を指摘してワイントゥラウプの分析は総供給関
数の形状に最初からマクロ経済的概念を抽入するが，このことは彼の分析を一
面では斬新なものにするが，他面では難渋なものにすると批判する？ソロウ
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(R. M. Solow）は次のように述べている。「そのような単純な価値関数Z=Z
(N）は現実の経済から抽出できるものであることを認めるかもしれないし，
あるいは認めないかもしれない。…しかし，いずれにしても私には総供給曲線
が分配を分析するための非常に有益な創意であるとは思えない。あらゆる重要
な理論的問題をその曲線の形状やその移動要因やその方法の中に含めること
は，主として明示的な理論の構成を黙示的な理論の構成へと，またその関数が
それ自体の形状に関する因果的な説明へと移し変えることであるように思われ
る。」さらに，ワイントゥラウプの総供給関数には最初から生産関数や価格が
含まれ，したがって生産性現象と価格現象における期待が含まれるものである
から総供給関数の本質や内容は余りにも複雑で、あり，王観的である。しか
し，ワイントゥラウプの総供給関数には通常の45。線の分析方法にはみられな
い特徴がある。この特徴は，総供給あるいは総予想売上金額の大きさと雇用量
の大きさは所与ではなくてもモデル全体の均衡を決定する範囲内の変数である
から，それらの大ききは所得の決定にも所得の分配にも関連するという点にあ
る。
(4) 生産性について
ワイントゥラウプは，所得の分配に対する収穫逓減の関係や生産性現象を分
析する場合に強調しすぎているところがある？たとえば，純粋競争の下で貨幣
賃金率が所与であるときにZ関数が直線であれば，賃金分配率は一定であり，
この直線状のZ関数は労働の限界生産力の一定を意味すると議論しているとこ
ろである。しかし，労働の限界生産力x＇が一定で、あるための条件は賃金分配
率が一定であるための必要条件で、はない。たとえば，コブ・ダグラス型生産関
数の場合には， iが雇用量の増加につれて減少しでも， Z曲線は直線状である
ことが示されている。このことは，その型の生産関数である限り，各雇用水準
で？の比率が一定であることを表わしている。しかし，それ以外の生戸数で
は，収穫逓減の下で雇用量の増加につれて賃金分配率は低下している。この収
穫逓減の下で，所得は価格の上昇につれて固定所得取得者（レンティアー）か
? ?
?
?? ?
? ????
ら利潤所得取得者へ移動するであろう。各雇用水準で、x＇が一定で、あることは，
Z関数が直線であるための十分条件で、ある。
生産力の分析ではさまざまな弾力性，労働の平均生産力および、その限界生産
力の相対的な位置や形状の含意が検討されているが，「多少驚いたことには，
ワイントゥラウプは時々若干の因果的経験論に基づいて貨幣賃金率の変動，貨
幣政策あるいは技術革新の変更で加重した結論を彼の演縛的連鎖から示唆して
いる。…その結論は時には新規なものであるが，必ずしも鼓吹きれて確信をも
てるようなものであるとは限らない。その 1例は54ページの賃金分配率に関す
る結論である……。」アイスナーはこのように批判している。
(5) 技術進歩について
この所得分配モデル1に関する限り，技術進歩についてのワイントゥラウプ
の分析は決して満足すべきものではない。技術進歩は x＇だけで、はなく労働の
生産力比率土を変動させる。このことはワイントゥラウフ。の分析方法には適応
できない。また，そのことは，要素価格も変動し，雇用量に左右される貨幣賃
金率も変動するから， Z曲線と ow曲線の相対的な移動がなぜ生じるのかを
説明することはできない。さらに，ワイントゥラウプは技術進歩が資本装備率
や労働の生産力比率に関連すると説明するが，この説明は論拠づけを欠いてい
る。
(6）体系の短期的性格と長期的性格について
所得分配モデル1の体系が短期的な所得分配を明らかにするものであるとい
うことについてはどうであろうか。資本ストックを所与と仮定し，図 lの各曲
線の形状を変えない場合を考えていることが，このモデル1の体系を短期的な
性格のものにしているから，このままではその体系を動学的な体系に適用する
ことができないと考える。たとえば，現時点の均衡状態において，雇用量も政
府支出も増加して総需要曲線 (D曲線）か移動するとき， D曲線と Z曲線は
新しい安定均衡点を決定する。完全競争の場合であっても，粗利潤所得は存在
し， D曲線を移動させる誘発投資が存在する。しかし，ワイントゥラウプの
? ?
?
???
? ?
?
???
体系はそのような移動を考えていないから，彼の体系が所得分配の短期理論で
あっjてその長期理論ではない。
この意味において，動学的な問題を取り扱うためには，資本ストックは雇用
量とともに継続的に変動すると仮定しなければならない。各々の資本ストック
に対応して Z曲線が存在するときには，また各投資支出に対応してD曲線が
存在するときには， Z曲線と D曲線が交わり，この交点で所得分配あるいは
相対的な所得分配率が決定される。この場合，所得あるいは相対的な所得分配
率が時間の経過につれてどのように変動するかを確定することはできない。ワ
イントゥラウプは所得分配モデル1の体系には加速度原理が含まれると述べて
いるが，このことは誘発投資を絶対的な雇用水準に依存させることであるか
ら，その見解だけではやはり時間の経過に伴う相対的な所得分配率の変動を十
分に説明することはできない。その説明ができないのは，所得分配の長期理論
には適応できない既述の根本的前提に起因しているからである。つまり， Z曲線
の形状と位置は変わり易〈，長期的な安定性を期待で、きないからで、ある了）
このモデル1は動学的諸要因が導入されていない短期均衡モデルであるが，
「均衡がいかにして達成きれるかについては，またタイム・ラグあるいはその調
整速度の差異については何も述べられていない。このことは確かに短期現象に
関連する理論の極めて重大な弱点である。J
さらに，このモデル1の体系では短期的性格と関連する組利潤所得の決定方
法が十分に説明されていない。この点についてワイントゥラウプの説明は粗利
潤所得の決定要因とその決定メカニズムを明らかにするという方法に基づいて
いる。そのためには，まず資本ストックを所与と仮定して，ある特定の雇用水
準のときにおいて，資本ストックは労働投入量とともに最適に組み合わせるも
のとする。完全雇用のときには，価格は総費用の最小値に等しく，粗国民所得
Zは各生産要素に完全に分配される。特に Z=W+Fのときは，粗利潤所得
GはOである。このことは Z曲線が W+F線の上方に位置することを意味
する。利子率，貨幣賃金率および資本ストックがいずれも所与であるとき，均
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衡が生産面を支配する場合には，総供給は総需要と一致しなくてもよいと考え
られる。ワイントゥラウプ自身が述べているように，「各雇用水準は利子率が
所与のとき独立した均衡資本の利用を誘発するであろう。？均衡では新しい資
本ストックを追加すれば，粗利潤所得がOになり，この所得を最適に利用でき
ることになる。ただし，この場合は完全競争の場合に限られる。
貨幣賃金率が雇用量の関数であるときは， W+F線の形状は直線にならな
いから、労働力と資本ストックは各雇用水準で代替可能で、ある。この点からみ
ても，市場の不完全性を仮定する場合には，粗利潤所得の決定メカニズムは十
分に説明されていない。
以上のように，この所得分配モデルlに対して批判的考察を行うことができ
る。
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